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施策の方向性（緩和策と適応策） 

 

１．緩和策と適応策 

地球温暖化の対策には、その原因物質である温室効果ガス排出量を削減する（または植林

などによって吸収量を増加させる）「緩和」と、気候変化に対して自然生態系や社会・経済

システムを調整することにより気候変動の悪影響を軽減する（または気候変動の好影響を増

長させる）「適応」の二本柱があります。 

「適応」とは、「現実の気候または予想される気候およびその影響に対する調整の過程。

人間システムにおいて、適応は害を和らげもしくは回避し、または有益な機会を活かそうと

する。一部の自然システムにおいては，人間の介入は予想される気候やその影響に対する調

整を促進する可能性がある」と定義されています。気候変動による悪影響を軽減するのみな

らず、気候変動による影響を有効に活用することも含みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            （気候変動適応情報プラットフォーム） 

 

２．緩和策 

（１） ゼロカーボン実現に向けた基本的な考え方 

ゼロカーボンの実現に向けては、長期的な視点に立って、より削減効果の大きい対策や

施策を速やかに講じていくことが必要です。 

まずは、徹底した省エネなどにより、エネルギー消費量を減らすこと（エネルギー消費

量の削減）、次に再エネの導入などにより、エネルギー消費原単位あたりの CO2を減らす

こと（エネルギーの脱炭素化）が重要です。それらの対策を講じても、残る域内の排出量

については、森林吸収など（吸収）による相殺を検討することが必要です。 

資料４ 
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ゼロカーボン実現に向けた対策のイメージ 

 

 

（2） 緩和策の柱と取組の方向性 

上記の考え方をもとに、施策の主な柱と取組の方向性を整理します。 

取組の方向性については、2030年までに全国各地で重点的に取り組むべきことをとりま

とめた国の地域脱炭素ロードマップなどを参照し、「明石の特徴（明石らしさ）」や「地域

社会・経済の好循環」の観点も踏まえたうえ、検討します。 

 

 柱① 省エネ  

省エネルギー機器、ZEHや ZEB などの省エネルギー型建築物の普及、環境負荷の少ない

交通システムの構築や利用促進に取り組むことにより、脱炭素に貢献するスマートなまち

づくりを進めるとともに、市民や事業者の脱炭素型のライフスタイルの推進に取り組む 

（第３次明石市環境基本計画） 

 

 

◎明石の特性 

・宅地が市域の約半分を占め、豊富な住宅ストック 

・子育て世代を中心に転入により、人口が増加 

・大久保地区や西明石地区の再開発（大規模マンションなどの建設計画） 

現 状 エネルギー消費削減

CO
2
排
出
量

省エネ

必要な
エネルギー 脱炭素

エネルギー

エネルギーの脱炭素化

吸収

必要なエネルギーは
再エネ等CO2を出さない
エネルギーで賄い、
残るCO2は吸収
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・新庁舎の建て替え計画 

・大規模な製造事業所が集積（西明石地区、南二見人工島など） 

・鉄道、路線バス等の公共交通機関の充実（神戸、大阪への良好なアクセス） 

・東西を軸とする道路交通網（国道 2号、国道 250号、第二神明、県道明石高砂） 

 

◎取組の方向性 （地域脱炭素ロードマップ） 

 

【家庭部門】 

 住宅・建築物の省エネ性能等の向上  

 家庭の最大の排出源の一つである冷暖房の省エネと、健康で快適な住まいの確保のため

に、住宅の断熱性等の省エネ性能や気密性の向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【産業・業務部門】 

 公共施設など業務ビル等における徹底した省エネと再エネ電気調達と更新や改修時の

ZEB 化誘導  

業務ビル等において、省エネの徹底や電化を進めつつ、二酸化炭素排出係数が低い小売

電気事業者と契約する環境配慮契約を実施するとともに、再エネ設備や再エネ電気を費用

効率的に調達する。改修・更新に際しては、2050年までに継続的に供用されることを想定

して、省エネ性能の向上を図り、レジリエンス向上も兼ねて、再エネ設備や蓄エネ設備を

導入し、ZEB化を推進する。 
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（取組例） 公共施設の ZEB 化 （明石市新庁舎建設計画）ZEB Ready 水準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             

 【運輸部門】  

 ゼロカーボン・ドライブ （再エネ電気×EV/PHEV/FCV） 

 再エネ電力と EV/PHEV/FCVなどの次世代自動車を活用する「ゼロカーボン・ドライブ」

を普及させ、自動車による移動の脱炭素化を図る。動く蓄電池等として、災害時には非常

用電源として活用し地域のエネルギーレジリエンスを向上させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（取組例） 再エネを活用した EV カーシェアリング （小田原市資料）  
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 【まちづくり】  

 コンパクト・プラス・ネットワーク等による脱炭素型のまちづくり 

  都市のコンパクト化やゆとりとにぎわいあるウォーカブルな空間の形成等により車中

心から人中心の空間へ転換するとともに、これと連携した公共交通の脱炭素化と更なる利

用促進を図るとともに、併せて、都市内のエリア単位の脱炭素化に向けて包括的に取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（取組例） スマートコミュニティ   （環境省資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宇都宮市 駅周辺地区の整備計画 

 

・LRT の導入 

・電気自動車の普及促進 

・シェアサイクルの利用促進 

・コージェネレーションシステムの導入 

・太陽光発電の導入促進 

・地中熱利用冷暖房システム 

・災害に強いエネルギーシステム 

「災害に強く、地球にやさしい脱炭素まちづくり」がコンセプトのエコモデルタウン『グリーン・コミュニティ田子西』（宮城県仙台市） 
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 【廃棄物部門】 

 資源循環の高度化を通じた循環経済への移行 

  プラスチック資源の分別収集等、食品ロス削減推進計画に基づく食品ロス半減、食品リ

サイクル、家庭ごみ有料化の検討・実施、有機廃棄物等の地域資源の活用、廃棄物処理の

広域化、集約的な処理を地域で実践する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（取組例）食品ロス削減対策 （姫路市） 

姫路市では、「姫路市食品ロスもったいない運動

推進店」に登録している食品ロス削減に取り組む市

内の食品関連事業者と消費者をつなぐ食品ロス削減

マッチングサービス「Utteco（売ってエコ） Katteco

（買ってエコ）」を開設。 

スーパーやパン屋などの小売店、レストラン、カ

フェが、余った食材や売れ残りそうな食品や食材を

格安価格で出品登録し、消費者は本サービス上でお

得な希望商品を購入予約することで、食品ロスの削

減を図っています。 

 

 

 

 

                             （姫路市資料） 
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 柱② 再エネ  

市の地域特性を踏まえ、太陽光を軸とし、地域や自然と共生した再生可能エネルギーの

導入促進および再生可能エネルギー由来の電力の利用促進を図ります。また、エネルギー

の地産地消の仕組みづくりを促進することにより、地域内での経済の好循環にもつなげて

いきます。さらに将来的に実用化が期待される新たなエネルギー利活用に向けた調査・情

報収集を行います（第３次明石市環境基本計画） 

 

 

◎明石の特性 

・日照条件に恵まれ、太陽光発電のポテンシャルが高い 

・太陽光発電の導入可能性として、住宅や大規模製造所などの建築物が多い 

・耕作放棄地やため池が多い 

・大久保地区や西明石地区の再開発（大規模マンションなどの建設計画） 

・水素等の次世代エネルギー開発関連企業が立地 

・国際港湾拠点である姫路港など、県内で水素受入基地の整備に向けた動き 

 

◎取組の方向性（地域脱炭素ロードマップ） 

 屋根置きなど自家消費型の太陽光発電 

  建物の屋根等に設置し、屋内・電動車で自家消費する太陽光発電を導入する。 

 

 

 

 

 

 

 

（取組例）公共施設（小中学校 65校）へ PPA事業による太陽光・蓄電池導入（横浜市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【太陽光発電設備】 

1 校当たり平均 60kW 

【蓄電設備】 

1 校当たり平均 20kWh 

【CO2削減量】 

1 校当たり約 20％の CO2削減 

全体で 1,700t-CO2の削減 
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（取組例）ソーラーカーポートを活用した庁舎の ZEB化事例（環境省資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地域共生・地域裨益型再エネの立地 

一次産業と再エネの組み合わせ、土地の有効活用、地元企業による施工、収益の地域への還

元、災害時の電力供給など、地域の環境・生活と共生し、地域の社会経済に裨益する再エネの

開発立地を費用効率的に行う。 

 

 

 

 

 

 

（取組例）遊休地や営農地を活用した再エネ導入（埼玉県所沢市）（環境省資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ソーラーカーポートを活用した
ZEB 事例（佐賀県小城市） 
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（参考）兵庫県地球温暖化対策推進計画 

～目指すべき姿：2050年二酸化炭素排出実質ゼロの社会 
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３．適応策 

近年、気温の上昇、大雨の頻度の増加、それに伴う農作物の品質低下や熱中症リスクの増

加など、気候変動によると思われる影響が全国各地で生じており、その影響は本市にも現れ

ています。さらに今後、これら影響が長期にわたり拡大する恐れがあると考えられています。 

そのため、地球温暖化の要因である温室効果ガスの排出を削減する対策（緩和策）に加え、

気候変動の影響による被害の回避・軽減対策（適応策）に取り組んでいく必要があります。 

国内では気候変動適応の法的位置づけを明確にし、関係者が一丸となって一層強力に推進

していくべく、平成 30年６月に「気候変動適応法」が成立し、同年 12月 1日に施行されま

した。 

気候変動の影響は地域特性によって大きく異なります。そのため、地域特性を熟知した地

方公共団体が主体となって、地域の実状に応じた施策を、計画に基づいて展開することが重

要となります。 

 

（１） 適応策の検討 

 柱③ 適 応  

気候変動による影響とその適応策についての情報提供や啓発を推進するとともに、 

熱中症対策など、関係機関と連携して、気候変動の適応を進めます（第３次明石市環境 

基本計画） 

 

第３次明石市環境基本計画で示した方向性に沿い、明石市における気候変動影響の現況 

と将来予測の調査、リスクと課題の整理、適応策の立案、推進方法について検討します。 

 

・分野別の影響について 

基本的には、国の計画、県の計画以外にも「気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT）」

を参考にデータ収集します。まず、気候変動の影響の分野と項目は以下の表のとおりです。 

 

気候変動影響の分野と項目 

分 野 項 目 

水環境・水資源、自然生態系 水環境、水資源、陸域生態系、水域生態系、生物季節 

農畜産業､森林･林業､水産業 
稲･麦･大豆、野菜･果樹等、畜産、農業生産基盤、 
森林･林業、海面漁業、養殖業、その他 

自然災害 水害（洪水･内水）、高潮･高波等、土砂災害（土石流･がけ崩れ等） 

健康 暑熱、感染症･衛生害虫、その他 

産業・経済活動 製造業等、観光業 

都市環境・市民生活 インフラ・ライフライン等、都市生活、暑熱（再掲） 
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【各分野の将来予測（兵庫県地球温暖化対策推進計画より抜粋）】 

 

 １時間降水量 50mm以上の発生頻度の増加により、農地の湛水被害等のリスクが増加

する可能性がある。 

 21世紀末の熱中症搬送者数は、20世紀末に比べて、約 3倍に増加すると予測されて

おり、農作業中の熱中症リスクも同様に高まる可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 さくら等の植物の開花の早まり等

が確認されている。 

 

 

 

 みかんは、気温の上昇により 21

世紀末には栽培適地は増加するが、

現在の主要産地である瀬戸内海沿岸のほとんどが高温のため不適地になると予測さ

れている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

みかんの栽培適地の将来予測（兵庫県

 

1 時間降水量 50mm 以上の発生回数の将来予測（兵庫県

 

県内の熱中症搬送者数の将来予測（兵庫県資料） 

20 世紀末を“１”とした場合 
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 明石市特産物のイカナゴは、県の漁獲量の減少が確認されているが、その原因として、

海域の栄養塩濃度の低下による夏眠前の肥満度低下のほか、夏眠期間の海水温上昇が

確認されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・適応策について 

明石市の適応策については、現状と将来予測を踏まえ、本市で特に重要と思われる分野に

ついて、国や県の適応策に即し、上記分野ごとに取組の方向性及び適応策を検討します。 

 

 適応策の立案 

 適応策の推進方法の検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          影響に対する適応策の例（国の気候変動適応計画） 

           

県内のイカナゴ漁獲量の推移（兵庫県資

 


